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     日 清 紡 上場取引所  東・大・名・福・札 
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代 表 者 役職名 取締役社長  指 田 禎 一 

問合せ先責任者 役職名 常務取締役 

  経理本部長  鵜 澤  静        TEL（03）5695－8846 

決算取締役会開催日  平成 18 年 5 月 16 日 

米国会計基準採用の有無    無 
 
１．１８年３月期の連結業績（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

（１）連結経営成績                                                            (百万円未満切捨) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

１８年３月期 

１７年３月期 

            百万円         ％

    ２７８，６１６        14.5

    ２４３，４２１         7.3

           百万円          ％

     １０，５２４          9.0

       ９，６５１         13.6

           百万円          ％

     １４，０３３         18.7

     １１，８２７         31.0  

 

 当期純利益 
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後 1 株

当たり当期純利益 

株 主 資 本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率

売 上 高
経常利益率

 

１８年３月期 

１７年３月期 

       百万円          ％ 

 １１, １８２      36.4 

   ８，１９９     109.2 

  円   銭

  ５３ ２１

３９ ０３

     円    銭 

       － 

       － 

        ％ 

    ４．６ 

３．８ 

       ％

  ３．３ 

３．２ 

      ％ 

  ５．０ 

４．９ 

(注)①持分法投資損益     18 年 3 月期  2,017 百万円       17 年 3 月期  1,748 百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 18 年 3 月期  207,561,161 株     17 年 3 月期  207,593,124 株 
    ③会計処理の方法の変更   無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
 

（２）連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
１８年３月期 

１７年３月期 

           百万円 

   ４９１，２２９ 

   ３７０，１６８ 

           百万円 

   ２６６，４３４ 

   ２２２，７７１ 

             ％ 

      ５４．２ 

      ６０．２ 

        円     銭 

１，２８３   ２１ 

１，０７２   ５４ 

(注) 期末発行済株式数(連結) 18 年 3 月期  207,523,809 株     17 年 3 月期  207,613,660 株 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

   営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

  投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

  財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期   末   残   高 

 

１８年３月期 

１７年３月期 

           百万円 

    ２２，４７４ 

１４，１１６ 

           百万円 

   △１８，８４５ 

     △３，８３３ 

           百万円 

      △７,４７１ 

      △４７１ 

           百万円 

     ２８，７０２ 

     ３１，６７９ 

 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

       連結子会社数４７社   持分法適用非連結子会社数－社   持分法適用関連会社数１７社 
 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

       連結（新規）１１社 （除外）－社  持分法（新規）１４社（除外）１社 
 
２．１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 

 中 間 期 

 通    期 

               百万円 

       １５６，０００ 

       ３２０，０００  

               百万円 

           ８，８００ 

         １８，５００ 

               百万円 

           ５，２００ 

      ９，０００ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）４３円３７銭 
※業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社で判断したものであり、実際の業績はこれらの予想数値と異なる結果とな

る可能性があります。なお、業績予想に関する事項については、添付資料の連８ペ－ジを参照下さい。 

 



(連2) 

企 業 集 団 の 状 況  
                                                              日清紡 

 当社企業集団は、当社、子会社６１社及び関連会社２１社で構成され、繊維事業、ブレーキ製品事業、 紙製品事業、化成品

事業、ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ事業、不動産事業及びその他事業を営んでいます。 

（1）事業系統図                                  

◎日新ﾃﾞﾆﾑ㈱ 
◎日清紡ﾔｰﾝﾀﾞｲﾄﾞ㈱ 日清紡  製 品・賃 貸  

◎日清紡ﾓﾋﾞｯｸｽ㈱  製品 ◎CHOYA㈱他 6 社  製品  
◎ﾆｯｼﾝ･ﾃｯｸｽ㈱   ◎ﾆｯｼﾝ･ﾄｰｱ㈱    
◎恵美寿織布㈱ 

 
 
加工 

  ◎㈱ﾅｲｶﾞｲｼｬﾂ    
  繊  ◎P.T.GISTEX NISSHINBO INDONESIA    

◎P.T.GISTEX NISSHINBO INDONESIA    ◎P.T.NIKAWA TEXTILE INDUSTRY    

◎P.T.NIKAWA TEXTILE INDUSTRY    ○ｵｰｼｬﾝﾘﾝｸ㈱    
◎日清紡績(上海)有限公司  維      

○ｵｰｼｬﾝﾘﾝｸ㈱ 製品   ◎岩尾㈱  製品  

△SHIN MING INTERNATIONAL    ◎NISSHINBO DO BRASIL    

CO.,LTD  製  INDUSTRIA TEXTIL LTDA    

    ◎P.T.NAIGAI SHIRTS INDONESIA    

    ◎上海蝶矢時装有限公司    

  品  ◎日清紡績(上海)有限公司    

    △寧波維科棉紡織有限公司    
    △PENTAGON INDUSTRIES    
        
  ブ  ◎日清紡ﾌﾞﾚｰｷ販売㈱他 2 社    
◎NISSHINBO SOMBOON 部品  製品 ◎NISSHINBO AUTOMOTIVE CORPORATION 製品  
   AUTOMOTIVE CO.,LTD  レ  ◎NISSHINBO AUTOMOTIVE MANUFACTURING INC.   
△ｺﾝﾃｨﾈﾝﾀﾙ･ﾃｰﾍﾞｽ㈱    ◎NISSHINBO SOMBOON AUTOMOTIVE CO.,LTD   
  ｜  ◎SAERON AUTOMOTIVE CORPORATION   
    △ｺﾝﾃｨﾈﾝﾀﾙ･ﾃｰﾍﾞｽ㈱    
 加工 キ    製品  
△升徳升(連雲港)電子有限公司    △ｺﾝﾃｨﾈﾝﾀﾙ･ﾃｰﾍﾞｽ㈱    
  製      
◎賽龍北京汽車部件有限公司 加工 品  ◎SAERON AUTOMOTIVE CORPORATION  製品  
        
       
◎東海製紙工業㈱ 製品 製品 ◎ﾆｯｼﾝ･ﾄｰｱ㈱  製品  
○東海紙工㈱   ◎日本ﾎﾟｽﾀﾙﾌﾗﾝｶｰ㈱    
○上海日豊工芸品有限公司  

紙 
製 
品      

    製品   
 製品 製品 ◎岩尾㈱    
◎岩尾㈱   ◎ﾆｯｼﾝﾎﾞｳ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱  ◎日本高分子㈱  
△旭ｹﾐﾃｯｸ㈱   ◎日本ﾎﾟｽﾀﾙﾌﾗﾝｶｰ㈱ 

◎新日本無線㈱ 
 ◎岩尾㈱  

     ◎KOHBUNSHI(THAILAND)LTD  
  

 
化 
成 
品 

  製品 ◎浦東高分子(上海)有限公司  
   エ     
○日無工芸㈱ 加工  レ  加工   
○浅科ﾆﾁﾑ㈱  ニ ク  

 

◎上田日本無線㈱ 
 △ｱﾛｶ㈱ 他 13 社  

  ク ト    製品  
  ス ロ  ◎新日本無線㈱ 他 8 社    
  製

品 
      

 賃貸 賃貸 ◎ﾆｯｼﾝ・ﾄｰｱ㈱ 賃貸   
◎日清紡都市開発㈱   ◎日清紡都市開発㈱    
       
   ◎岩尾㈱    
   ◎NISSHINBO EUROPE B.V. 賃貸   
◎NISSHINBO EUROPE B.V.  

 
不 
動 
産 

     
○日清紡香港有限公司   ◎日清紡機械販売㈱    
○日清紡ﾋｭｰﾏﾝｻｰﾋﾞｽ㈱  製品  製品   
○㈱日清紡ｼｽﾃﾑｲﾝﾃｸﾞﾚｰﾄ       
○㈱日新環境調査ｾﾝﾀｰ   ｻｰﾋﾞｽ他    
○日清紡ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ㈱       
○上田ﾆﾁﾑ総合ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ㈱       
○榎本寝装㈱       
△森川商事㈱  

そ 
 

の 
 

他 
     

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
得 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
意 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
先 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(注)1.新日本無線㈱及びｱﾛｶ㈱は東京証券取引所第一部上場。CHOYA㈱はｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ上場。 
2.◎印 連結子会社  ○印 非連結子会社  △印 関連会社       
3.平成 17 年 8 月 1 日、日清紡都市開発㈱が関西日清紡都市開発㈱を吸収合併したため、関西日清紡都市開発㈱は上表には含んでいません。      

 
 

製品

製品
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経    営    方    針                  日清紡 
 

１．経営の基本方針 

    当社は創業以来、社会・顧客・株主・社員などの立場を尊重し、常に公正を期し誠実な気持を貫くため 

に「至誠一貫」を基本理念としております。このたび、２００７年に創立１００周年を迎えるにあたり、 

グループの企業理念を更に具体的に表現し、次のように定めました。 

・わたしたちは、世界の人々の快適な生活文化の向上に幅広く貢献します。 

・わたしたちは、企業は公器であるとの考えをもとに、社会や地球環境との調和を図り、公正・誠実な 

事業活動を行います。 

・わたしたちは、企業価値を高め、２１世紀においても存在感のある企業グループであることを目指します。 

  以上の如く当社は、経営の透明性の確保、説明責任の強化、企業倫理の徹底などを実現しつつ、迅速・的確な 

  経営判断の実行を通じて企業価値の増大に努めてまいります。 

２．経営戦略 

(1)「経営３ヵ年計画２００８」の基本方針と業績目標 

    当社は、このたび、２００６年度から２００８年度までの中期計画「経営３ヵ年計画２００８」を策定いた 

   しました。その経営基本方針は次のとおりです。 

①高い品質競争力を基盤として、高付加価値品・差別化品を継続的に上市する。 

②リードタイム短縮とクイックレスポンスによるＣＳファーストを徹底する。 

③他社とのコラボレーション（協業）を促進する。 

④海外展開を拡大し、適地生産・適地販売を加速する。 

⑤友好的なＭ＆Ａを推進する。 

⑥収益改善の見込みのない事業の整理・撤退を行う。  

⑦以上に加えて、各事業セグメント毎の主要推進事項を実行することにより、２００８年度の連結業績目標

として下記数字の達成に向け努力してまいります。 

連結売上高： ３，６００億円、営業利益：２５０億円、当期純利益：１６０億円    

 (2) セグメント別の主要推進事項 

（繊 維 事 業） 

国際競争力を一段と強化する。そのために国内生産設備を再編し、価格競争の厳しい汎用品は海外子会社へ

生産移管する。国内工場は高付加価値品、当社独自の開発品、およびクイックレスポンス対応品に特化する。

同時に、新たなビジネスモデルを構築して、従来のテキスタイルを中心とした事業から二次製品を中心とした

事業へ転換し、業容の拡大を図る。 

・商品開発力を強化し、新規開発商品を拡販する。 

・輸出を拡大する。 
・海外生産基盤を強化する。 

・グループ内の連携を強化し、シナジー効果を発揮させる。 

 (ﾌﾞﾚ-ｷ製品事業) 

摩擦材をコア事業として、お客さま第一主義の基本方針のもと、お客さまに満足していただける商品の開発

を進めるとともに、国内外子会社との連携を深めグローバル対応を進める。 
・新商品の開発：商品力を更に強化し、拡販を図る。 
・グローバル対応力の強化：お客さまのグローバル化ニーズに対応できる体制を更に強化する。 
・国内拠点の競争力強化：国内の開発・生産部門に対して継続的な戦略投資を実施し、競争力を更に強化す

る。 
 

（紙製品事業） 

 「環境」と「人」にやさしいものづくりを基本とし、技術力、開発力を強化して独創的で魅力ある商品をお客 

 さまに提供する。周辺事業領域・新規分野への積極的参入、グローバルな事業展開を目指す。 

・家庭紙事業において、新事業体制を構築する。 

・家庭紙事業において、差別化商品を拡販する。 
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日清紡  

・ファインペーパー事業において、既存事業領域を強化する。 

・ファインペーパー事業において、周辺事業領域への展開に必要な技術を確立する。 

・ラベル・カード事業を再編し、収益力を改善する。  

・周辺技術領域・新規分野へ挑戦し、新規事業を創出する。  

 

（化成品事業） 

 業績向上とグローバル化の推進を図る。 

・ウレタンフォーム事業の収益力を強化する。 

・エラストマー製品・カーボン製品事業を拡大する。 

・グローバル化を推進する。 

・日本高分子・タイ高分子・浦東高分子は、協業体制を強化して自動車関連部品を拡販する。 

・岩尾は、資材・建材部門の新商材開発強化と、衣料部門の中国からの調達拡大により、拡販する。 

 

（エレクトロニクス事業） 

 今後の成長戦略分野として、積極的に拡大・強化する。グループ内のコラボレーション推進によりシナジー 

 効果を発揮させる。  

・新日本無線と日本無線のエレクトロニクス回路技術力を新規事業のキャパシタ等に活用し、早期事業化を

図る。  

・新日本無線が、コンティネンタル・テーベス（合弁会社）の車載用電装品デバイスの開発・製造を担当す

る体制を構築する。  

・医療用電子機器分野における上田日本無線とアロカの協業をさらに強化する。  

・新日本無線の「高速・高周波・高精度」ＩＣ製品を、日清紡のメカトロニクス製品にも活用する。  

・新日本無線が、日清紡の半導体製造装置用カーボン製品の活用を拡大する。  

・新日本無線のマイクロ波管・周辺機器等を日本無線のレーダー機器製品等に今後も提供する。     

・新日本無線の事業規模拡大を支援し、積極的に推進する。     

・日清紡と新日本無線との間に若手技術者の相互出向制度を設け、協業の基盤を構築する。   

 

（メカトロニクス事業） 

  継続的拡大が見込める産業分野での業容拡大を図る。そのために、マーケティング機能および技術力・開発 

 力を強化する。また、品質向上とともにコスト低減活動を推進する。 

・太陽光発電設備をコアに、太陽光発電分野において事業のグローバル展開を図る。     

・新素材など新産業分野に適合する精密切削機械を開発し、設備事業の拡大を図る。  

・自動車産業向け精密部品加工の製品群を拡充するとともに、グローバル展開の基礎づくりを進める。   

 

（新規事業） 

 開発事業本部に研究開発本部を統合し、事業化を推進する。 

 ⅰ) 燃料電池用セパレータ 

・定置型燃料電池用セパレータの生産技術力を高め、量産体制を確立する。  

・自動車用途では、金属製を凌駕するカーボンセパレータを開発する。 

ⅱ) 機能化学品 

・地球環境に優しい添加剤「カルボジライト」の水性樹脂分野・植物由来樹脂分野における採用実績を拡大

し、デファクトスタンダードを確立する。  

・売上を伸ばして工場を増設し、量産効果により収益体質を強化する。 

ⅲ) 蓄電デバイス  

・搬送機器等で採用実績を重ねて新量産工場を建設する。更に自動車用途向けを受注して事業体制を確立 

  する。       

・当社イオン液体と、新日本無線等のエレクトロニクス回路技術力を結集し、キャパシタとしてのデファク

トスタンダードを確立する。  
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日清紡 

（不動産事業） 

 保有資産の活用は、長期の定期借地等のほか売却も視野に入れ、多様化を図る。     

・大型案件（浜松・名古屋等）の事業化を、計画的に推進する。  

・中小案件（能登川・美合等）は、自社開発を含めて柔軟な活用を図り、早期収益化に努める。     

・その他の賃貸マンション・オフィスビルは、売却と新物件の取得等を検討する。     

・グループで協同し、不動産管理および環境ビジネスの事業化を図る。 

 

（全社的推進事項） 

①コーポレート・ガバナンスを強化する。  

・取締役数を削減して取締役会をスリム化し、経営戦略・方針の意思決定を迅速化する。  

・社外取締役制を導入し、経営の透明性向上を図る。  

・執行役員制を導入し、業務執行における意思決定を迅速化する。 

②社長直属のＣＳＲ推進センターを新設し、グループ全体のＣＳＲ活動・内部統制を強化する。 

・企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たし、企業価値の増大を図る。       

・リスクマネジメントを通じ、企業価値の持続的な向上を図る。     

・内部統制を強化し、ステイクホルダーの期待に沿う経営を行う。 

・経営企画室の機能を強化し、グループ事業のコラボレーションの促進と適地生産・適地販売戦略を加

速する。 
③設備投資（３ヵ年合計７００億円程度）およびＭ＆Ａの資金確保のため、ファイナンスを検討する。  

④株主・投資家のみなさまへの利益還元策として、１００周年記念配当を実施するほか、利益水準を高めて増

配を目指す。（１株当たりの年間配当額１０円を下限とし、上積みを目指す。）また、発行済株式の１割程

度の自己株式買入を検討する。  

⑤研究開発本部を開発事業本部に統合してお客さまへの対応を迅速化し、研究開発案件の早期事業化と業績へ

の貢献を目指す。    

⑥環境問題への取り組みを重視し、自主的、積極的に行動する。海外子会社も含めた、グループとしての「環

境戦略」を立案し推進する。    

⑦事業拡大やグローバル展開に必要なプロフェッショナル人材の育成を強化する。 

 

３．利益配分に関する方針 

 当社は、業容の拡大と業績向上を通じて株主の皆様のご負託にお応えするとともに、現行の配当水準の維

持はもちろん、収益の向上に応じて増配などの利益還元を行うことを基本方針としております。なお、その

具体的な時期と方法は、将来の事業展開に備えた内部留保との関係を総合的に判断してまいりたいと考えて

おります。 

 当期の期末配当金については、1 株につき 5 円とさせていただき、中間配当金 5 円と併せ年間配当金は、1

株につき 10 円となります。 

 

４．投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等 

 当社は株式市場で流動性を高め、より広範な投資家の参加を促す観点から、株式市場で取得可能な株式単

位に関して適宜見直していくことを基本方針としております。 

 しかしながら、現状では、当社株式の流動性について十分確保されていることや引き下げコストなどの問

題、更に株券不発行制度への移行が予定されていることなどを考慮し、直ちに引き下げを実行することは考

えておりません。今後の市場の要請等十分勘案して対処してまいります。 

                                                                                           

 

 

 

 

 

 

 

 



(連6) 

経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 
                                                                                     日清紡 

（１）当期の概況 

  当連結会計年度におけるわが国経済は、期初から、個人消費の持ち直しと民間設備投資の伸びなどに支えら

れ、景気は、緩やかな回復基調をたどりました。期央には、より一段とその傾向を増し、長らく続いていたデ

フレ状況は改善され、本格的な回復局面に入ったものと思われます。また、雇用情勢についても、未だ厳しさ

は残るものの、失業率の低下、有効求人倍率の上昇傾向など、改善の幅に広がりがでてきました。 

  このような環境の下、当社は、最終年度を迎えた「経営３カ年計画２００６の達成」を年度スローガンに、

21 世紀においても存在感のある企業グループとなることを目指して、グループ経営を進めてまいりました。昨

年 12 月には、友好的な株式公開買付を実施し、半導体メーカーの新日本無線㈱を連結子会社に、また、日本無

線㈱からの株式譲受により、医用電子機器メーカーのアロカ㈱を持分法適用会社とし、グループ経営力の一層

の強化を図りました。両社は、いずれも東京証券取引所１部上場の優良会社であり、当社グループが新規事業

の創出に努めてきた「情報・エレクトロニクス」、「ライフサイエンス」分野の一翼を担う会社であります。 

 売上高については、新日本無線㈱が、期の後半から加わったことや、化成品事業の海外子会社の売上拡大など

により、増収となりました。また利益面は、繊維事業の収益改善とエレクトロニクス事業の拡大などで、増益

となりました。 

  以上の結果、当連結会計年度の連結売上高は、278,616百万円と前期比14. 5％の増収、連結営業利益は、10,524

百万円と前期比 9.0％の増益、連結経常利益は、受取配当金の増加などがあり、14, 033 百万円と前期比 18. 7％

の増益となりました。連結当期純利益も、特別利益に投資有価証券売却益 13,742 百万円を計上したことなどに

より 11,182 百万円となり、前期比 36.4％の増益となりました。 

  事業のセグメント別業績は以下の通りであります。 

  なお、事業の重要性が増したため、当期よりエレクトロニクス製品事業をその他事業から区分して表示して

おります。 

  【繊維事業】 

 当期におけるわが国の衣料消費は、一般景況の回復に加え、夏物がクールビズ効果、冬物が厳冬の影響など

により、百貨店を中心に伸びがみられましたが、商品分野によって好不調の差が顕著となりました。 

こうした状況下、当社グループはグローバルな競争力強化を図るとともに、国内においては、綿 100％の形態

安定シャツ「ノンケア」や「日清紡ナノサイエンスシリーズ」などの高機能開発商品の拡販に取り組んでまい

りました。個別商品群では、高機能商品やユニフォーム、デニムが販売を伸ばし、二次製品の出荷も増加しま

したが、寝装品、ニット、スパンデックスの落ち込みが響き、全体としては減収となりました。また、利益面

は、シャツ地、綿不織布などの機能商品の拡販に加え、販管費の削減に努めましたが若干の減益となりました。 

 国内子会社は、シャツ関係が、クールビズ関連商品の貢献から増収・赤字幅が大幅に縮小し、またスポーツ

衣料分野で販売が拡大したことなどから、全体で増収・増益となりました。 

 海外子会社は、中国の販売子会社である日清紡績（上海）有限公司が加わったこと、インドネシア、ブラジ

ルの子会社がともに高付加価値商品の販売を伸ばしたことから、増収となりましたが、エネルギー費が上昇し

たことにより一部の子会社は減益となりました。 

 以上の結果、繊維事業全体では、売上高は 82,878 百万円（前年同期比 0.9％増）と増収となり、営業利益は

CHOYA グループの大幅な収益改善などにより 1,097 百万円（前年同期比 403.4％）と増益となりました。 

  【ブレーキ製品事業】 

ブレーキ製品事業は、新生産拠点となる豊田工場への円滑な生産移管を図るとともに、グローバル市場で競

争力のある商品の開発、海外拠点と連携した受注活動を推進してまいりました。米国ビッグスリーの不振はあ

ったものの、日系・韓国系カーメーカーの堅調な自動車生産に加え、国内・海外子会社における新規受注品が

業績に寄与し、増収となりましたが、利益面では、鋼材等の原材料値上げの影響が大きく、減益となりました。 

ＡＢＳ製品は、持分法を適用している合弁会社のコンティネンタル・テーベス㈱に業務移管中のため、大幅

な減収・減益となりました。 

    以上の結果、ブレーキ製品事業全体では売上高は 58,130 百万円（前年同期比 7.0％増）と増収、営業利益は

5,462 百万円（前年同期比 12.7％減）と減益となりました。 

  【紙製品事業】   

  家庭紙は、「コットンフィール」などの差別化商品の販売を積極的に推進いたしましたが、パルプ製品・再

生紙製品ともに市場価格の低迷から苦戦を強いられ、販売量は増加したものの、減収・減益となりました。 

 



(連7) 

  日清紡 

 

 洋紙は、ファインペーパーの印刷用紙などが、低価格品の影響を受けたものの売上が増加したこと、合成紙

のインクジェット用紙などの開発商品が業績に寄与したこと、成型加工品の電報関連製品の受注が好調であっ 

たことなどにより、増収・増益となりました。 

以上の結果、売上高 28,611 百万円（前年同期比 0.1％増）、営業利益は 1,474 百万円（前年同期比 13.3％減）

と増収・減益となりました。 

【化成品事業】 

ウレタン製品は、土木・建築分野へのウレタン原液の拡販や工事の受注に注力したため増収となりましたが、

名古屋工場から千葉工場への移設に伴う経費の増加や原料価格の高止まりが影響し、減益となりました。 

エラストマー製品は、海外競合品との競争が激化したため収益は横ばいとなり、カーボン製品は市況の低迷

が響き、減収・減益となりました。 

プラスチック製品は、タイ高分子・浦東高分子（中国）両社の自動車向け新製品が軌道に乗り、順調に推移

したことにより、増収・増益となりました。 

以上の結果、売上高は 36,007 百万円（前年同期比 5.3％増）、営業利益は 780 百万円（前年同期比 5.1％減）

と増収・減益となりました。 

【エレクトロニクス製品事業】 

当下期より半導体・マイクロ波管を製造販売する新日本無線㈱、およびその子会社 8 社が連結決算に加わっ

たことにより事業領域は大きく拡大しました。 

この結果、エレクトロニクス事業全体では、売上高は 45,857 百万円(前年同期比 172.3％増)、営業利益は 808

百万円(前年同期比 434.9％増)と大幅な増収・増益となりました。 

  【不動産事業】   

   名古屋ショッピングセンターの増床、豊田工場の建物の一部、旧能登川工場跡地や美合工場・川越工場の遊休

地の一部賃貸を新規に行うとともに、既存賃貸物件の賃料値上げ交渉に取り組みました。また、子会社の日清

紡都市開発㈱と関西日清紡都市開発㈱を合併し、効率経営を推進しました。 

  一方、東京都内に分散所有していた賃貸マンションの売却や、旧東京工場跡地の再開発に伴う賃貸物件の減

少などから売上が減少し、加えて西新井ショッピングセンター着工の準備などにより、経費が増加しました。 

  以上の結果、不動産事業全体では、売上高は 4,781 百万円（前年同期比 3.3％減）と減収、営業利益は 2,657

百万円（前年同期比 2.9％減）と減益となりました。 

 【その他事業】 

   メカトロニクス製品は、活発な設備投資に支えられ、幅広い業界から引き合いがあり、受注は好調に推移いた

しました。特に主力製品である太陽電池製造設備や自動車製造ライン用各種機械、航空機関連設備が順調に推

移し、精密部品加工についても自動車業界の活況により着実に業績が伸びた結果、前期比増収・増益となりま

した。 

 新規事業では、燃料電池セパレータは、実用化が始まった家庭用燃料電池向けに、主要燃料電池メーカー

数社へ供給しました。電気二重層キャパシタは、用途開拓を行い、搬送装置メーカーに高電圧モジュールの供

給を始めました。高機能性樹脂素材は、樹脂改質剤「カルボジライト」の優れた安全・環境特性などが高く評

価され、需要が増加しました。しかし、いずれも市場が拡大する初期段階のため、業績に寄与するまでには至

っておりません。 

尚、ＰＤＰフィルタ－事業からの撤退の影響もあり、売上高は 22,349 百万円（前年同期比 0.1％減）と減収

となりましたが、営業損失は 996 百万円と縮小しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(連8) 

       日清紡 

（２）当期の財政状態 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果増加した現金及び現金同等物は 22,474 百万円となりました。税金等調整前当期純利益

19,819 百万円、減価償却費 13,835 百万円、法人税等の支払額 6,829 百万円などによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果減少した現金及び現金同等物は 18,845 百万円となりました。有形固定資産の取得 14,920

百万円、投資有価証券の取得 11,417 百万円、子会社株式の取得 13,907 百万円等の支出がありましたが、投

資有価証券の売却による収入 20,645 百万円があったためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果減少した現金及び現金同等物は 7,471 百万円となりました。短期借入金の減少 4,161 百万

円、配当金の支払 2,387 百万円、長期借入金の減少 1,678 百万円などによるものであります。 

  以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は 28,702 百万円と前期末に比べ 2,976 百万円減少しました。 

 

（３）キャッシュ・フロー指標のトレンド 

   平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年

株主資本比率   58.7％   59.5％   58.1％   60.2％   54.2％

時価ﾍﾞｰｽの株主資本比率   29.1％   31.1％   41.0％   49.0％   55.7％

債務償還年数    5.2 年    2.3 年    6.3 年    3.8 年   2.8 年 

インタレスト･カバレッジ・レシオ    7.4   15.3    8.8    14.9    20.1 

      (注)株主資本比率：株主資本／総資産 

          時価ﾍﾞｰｽの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

          債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

          インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

1.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しています。 

2.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しています。 

3.営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しています。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全

ての負債を対象にしています。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支

払額を使用しています。 

 

 （４）次期の見通し 

    次期は中期計画「経営３ヵ年計画２００８」の初年度であり、経営方針で述べました諸施策を着実に実施し

て参ります。業績の見通しにつきましては、売上高 320,000 百万円、経常利益 18,500 百万円、また当期純利益

9,000 百万円程度を見込んでおります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(連9) 

連 結 損 益 計 算 書 
                                                                                     日清紡 
                                                                              （単位：百万円） 

 

        科         目 

 

当    期 

自 17.4. 1 

至 18.3.31 

前     期 

自 16.4. 1 

至 17.3.31 

 

     増     減 

 

  売 上 高 

  売 上 原 価 

  販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 

 

２７８，６１６ 

２３０，１１９ 

３７，９７２ 

 

２４３，４２１ 

２０２，７５１ 

３１，０１７ 

 

３５，１９５ 

２７，３６７ 

６，９５４ 

  営 業 利 益 １０，５２４ ９，６５１ ８７３ 

  営 業 外 収 益 

     受 取 利 息 

     受 取 配 当 金 

     連 結 調 整 勘 定 償 却 

  持 分 法 に よ る 投 資 利 益 

     雑 収 入 

       計 

  営 業 外 費 用 

     支 払 利 息 

     雑 損 失 

       計 

 

９７１ 

１，２７３ 

－ 

２，０１７ 

８６７ 

５，１２９ 

 

１，１３２ 

４８７ 

１，６２０ 

 

６６７ 

９６４ 

４４ 

１，７４８ 

４０５ 

３，８３０ 

 

９８１ 

６７２ 

１，６５３ 

 

３０４ 

３０８ 

△４４ 

２６８ 

４６２ 

１，２９９ 

 

１５１ 

△１８５ 

△３３ 

  経 常 利 益 １４，０３３ １１，８２７ ２，２０５ 

  特 別 利 益 

     固 定 資 産 売 却 益 

     投 資 有 価 証 券 売 却 益 

     厚生年金基金代行返上益 

  確定拠出年金制度移行益 

 貸 倒 引 当 金 戻 入 額 

                計  

  特 別 損 失 

     固 定 資 産 売 却 廃 棄 損 

     減 損 損 失 

     投 資 有 価 証 券 売 却 損 

     投 資 有 価 証 券 評 価 損 

     連 結 調 整 勘 定 償 却 額 

     特 別 退 職 金 

  退職給付制度の一部終了損失 

     製 品 補 償 損 失   

 関係会社債務保証損失引当金繰入額 

     棚 卸 資 産 整 理 損 

     事 業 整 理 損 

     事 業 再 開 発 費 用 

     そ の 他 特 別 損 失 

                計 

 

６１９ 

１３，７４２ 

－ 

－ 

７７ 

１４，４４０ 

 

６９６ 

５，４１４ 

１０ 

１３ 

５７５ 

８１ 

－ 

－ 

１３２ 

６７７ 

４８６ 

５６５ 

－ 

８，６５４ 

 

１，９４９ 

１，９７９ 

５，２７８ 

２６８ 

－ 

９，４７６ 

 

５２１ 

２，３５６ 

３４５ 

９２ 

１，９４４ 

２９６ 

６５ 

８８４ 

－ 

９９７ 

７６９ 

６６ 

９９ 

８，４４０ 

 

△１，３２９ 

１１，７６３ 

△５，２７８ 

△２６８ 

７７ 

４，９６３ 

 

１７５ 

３，０５７ 

△３３５ 

△７８ 

△１，３６８ 

△２１５ 

△６５ 

△８８４ 

１３２ 

△３２０ 

△２８２ 

４９９ 

△９９ 

２１３ 

  税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 １９，８１９ １２，８６３ ６，９５５ 

 法人税、住民税及び事業税 

 法 人 税 等 調 整 額 

 少 数 株 主 利 益 

 少 数 株 主 損 失 

９，２４３ 

△１，８０５ 

１，１９８ 

－ 

４，０５９ 

９７８ 

－ 

３７３ 

５，１８３ 

△２，７８３ 

１，１９８ 

△３７３ 

  当 期 純 利 益 １１，１８２ ８，１９９ ２，９８３ 

 

 

 

 

 

 

 



(連10) 

連 結 貸 借 対 照 表 
                                                                                   日清紡 
                                                                              （単位：百万円） 

      科        目 
当      期 

(18.3.31 現在) 

前      期 

(17.3.31 現在) 増     減 

資 産 の 部  ４９１，２２９ ３７０，１６８   １２１，０６１

 流 動 資 産   １７２，０７０ １４２，５８６   ２９，４８４

     現 金 及 び 預 金 

     受 取 手 形 及 び 売 掛 金 

     有 価 証 券 

     棚 卸 資 産 

     繰 延 税 金 資 産 

     前 渡 金 

     短 期 貸 付 金 

     そ の 他 

     貸 倒 引 当 金 

 

 ３１，９１７

７８，９５７

１，４８５

５２，５８３

３，１２１

１，２７１

９１４

２，７５０

△９３１

３５，０１２ 

６１，６６８ 

９６２ 

４０，４０７ 

１，９２２ 

１，４６４ 

２５１ 

１，７０１ 

△８０３ 

 

   △３，０９４

１７，２８９

５２３

１２，１７６

１，１９９

△１９３

６６３

１，０４８

△１２８

 固 定 資 産   ３１９，１５８ ２２７，５８１   ９１，５７７

    有 形 固 定 資 産   １２１，１４８ ９９，７８１    ２１，３６６

     建 物 及 び 構 築 物 

     機 械 装 置 及 び 運 搬 具 

     土 地 

     そ の 他 

 

 ４９，３４５

３７，８８８

２５，５４１

８，３７２

４１，８２８ 

３３，８２９ 

１９，８０４ 

４，３１８ 

   ７，５１６

４，０５９

５，７３６

４，０５４

 無 形 固 定 資 産   ５，０５０ １，３５１    ３，６９９

 連 結 調 整 勘 定 

そ の 他 

 

 ３，３０１

１，７４８

４６４ 

８８６ 

   ２，８３７

８６２

 投資その他の資産   １９２，９６０ １２６，４４８    ６６，５１１

 投 資 有 価 証 券 

 前 払 年 金 費 用 

 繰 延 税 金 資 産 

 

 

 

 １８５，０５１

３，０８６

１，５９６

１２２，８１１ 

－ 

９９ 

 

 

 

 

 

 

６２，２４０

３，０８６

１，４９６

    そ の 他 

    貸 倒 引 当 金 

 ４，３９５

△１，１６９

４，８２３ 

△１，２８５ 

   △４２８

１１６

資  産  合  計 ４９１，２２９ ３７０，１６８    １２１，０６１

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(連11) 

連 結 貸 借 対 照 表 
                                                                                  日清紡 
                                                                             （単位：百万円） 

      科        目 
当      期 

(18.3.31 現在) 

前      期 

(17.3.31 現在)     増     減 

負 債 の 部  ２０３，６５１ １４１，８８６   ６１，７６５

 流 動 負 債   １０９，３０１ ８０，３２２   ２８，９７８

    支 払 手 形 及 び 買 掛 金 

    短 期 借 入 金 

    一年内返済の長期借入金 

    未 払 費 用 

    未 払 法 人 税 等 

 関係会社債務保証損失引当金 

 返 品 調 整 引 当 金 

    そ の 他 

 

 ３２，９３８

４６，５３４

４，１３２

７，９９１

６，３４３

６３８

２２３

１０，５００

２５，１５４ 

３８，１９４ 

２，２９１ 

３，９６９ 

３，４５４ 

５０６ 

２５５ 

６，４９６ 

   ７，７８４

８，３３９

１，８４０

４，０２１

２，８８９

１３２

△３２

４，００３

 固 定 負 債   ９４，３４９ ６１，５６３   ３２，７８６

    長 期 借 入 金 

    繰 延 税 金 負 債 

    退 職 給 付 引 当 金 

    役 員 退 職 引 当 金 

    長 期 預 り 金 

    そ の 他 

 ８，９３２

４８，１５０

２８，６２２

３８８

７，３８６

８６９

９，９０８ 

２７，５１８ 

１５，０３６ 

５６６ 

７，６５３ 

８７８ 

   △９７６

２０，６３２

１３，５８５

△１７８

△２６７

△９

少 数 株 主 持 分  ２１，１４４ ５，５１０   １５，６３３

資 本 の 部  ２６６，４３４ ２２２，７７１   ４３，６６２

    資 本 金  

    資 本 剰 余 金 

    利 益 剰 余 金 

    その他有価証券評価差額金 

    為 替 換 算 調 整 勘 定 

    自 己 株 式 

 ２７，５８７

２０，４４９

１４４，０８６

７４，９９４

△２２９

△４５４

２７，５８７ 

２０，４４６ 

１３５，４４６ 

４２，６９１ 

△３，０３９ 

△３６１ 

   －

２

８，６３９

３２，３０３

２，８１０

△９２

負債、少数株主持分及び資本合計 ４９１，２２９ ３７０，１６８  １２１，０６１

 

 

 

 

 

 

 



(連12) 

 

連 結 剰 余 金 計 算 書 

                                                                          日清紡 
                                                                    （単位：百万円） 

 

        科         目 

 

当      期 

自 17.4. 1 

至 18.3.31 

前      期 

自 16.4. 1 

至 17.3.31 

Ⅰ．資 本 剰 余 金 の 部 

   資 本 剰 余 金 期 首 残 高

   資 本 剰 余 金 増 加 高

       自 己 株 式 処 分 差 益

 

２０，４４６ 

 

２ 

 

２０，４００ 

 

４６ 

 

   資 本 剰 余 金 減 少 高

   資 本 剰 余 金 期 末 残 高

 

－ 

２０，４４９ 

 

－ 

２０，４４６ 

 

Ⅱ．利 益 剰 余 金 の 部 

    利 益 剰 余 金 期 首 残 高

     

    利 益 剰 余 金 増 加 高

       当 期 純 利 益

 

 

１３５，４４６ 

 

 

１１，１８２ 

 

 

１３３，７５６ 

 

 

８，１９９ 

 

    利 益 剰 余 金 減 少 高

       配 当 金

       役 員 賞 与

       自 己 株 式 消 却 額 

       従 業 員 奨 励 及 び 福 利 基 金

       新 規 連 結 に よ る 減 少 高

 

 

２，３８７ 

１０３ 

－ 

１０ 

４１ 

 

 

１，４５３ 

９３ 

４，９４６ 

１５ 

－ 

計 
 

２，５４３ ６，５０９ 

   利 益 剰 余 金 期 末 残 高 １４４，０８６ １３５，４４６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(連13) 

                  

         連結キャッシュ・フロー計算書              日清紡 

                                                                        （単位：百万円） 

                               
            科             目 
       

当      期 

自 17.4. 1 
至 18.3.31 

前      期 

自 16.4. 1 
至 17.3.31 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 
     税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 
     減 価 償 却 費 
     減 損 損 失 
     連 結 調 整 勘 定 償 却 額 
     貸 倒 引 当 金 の 減 少 額 
     退 職 給 付 引 当 金 増 減 額 
     受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 
     支 払 利 息 
     持 分 法 に よ る 投 資 利 益 
     投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 
     投 資 有 価 証 券 評 価 損 
     固 定 資 産 売 却 廃 棄 損 益 
     事 業 整 理 損 
     事 業 再 開 発 費 用 
     特 別 退 職 金 
     債 務 保 証 損 失 引 当 金 増 加 額 
     売 上 債 権 の 増 加 額 
     棚 卸 資 産 の 減 少 額 
     仕 入 債 務 の 減 少 額 
     そ の 他 
     役 員 賞 与 の 支 払 額 

 
     １９，８１９ 
     １３，８３５ 
    ５，４１４ 
         ９５０ 
         △１５８ 
     １，４９２ 
     △２，２４４ 
       １，１３２ 
   △２，０１７ 
   △１３，７３２ 
            １３ 
        ７６ 
           ４８６ 
           ５６５ 
          ８１ 
      １３２ 
        △５７４ 
      ４，０４７ 
        △１８５ 

△１，４８８ 
      △１０７ 

 
     １２，８６３ 
     １１，０４６ 
    ２，３５６ 
       １，８９９ 
         △７５５ 
    △６，８０６ 
     △１，６３１ 
           ９８１ 
   △１，７４８ 
     △１，６３４ 
            ９２ 
     △１，４２８ 
           ７６９ 
            ６６ 
         ２９６ 
        － 
       ３，９１８ 
        ９７０ 
      △１，７１５ 
     △３，３９０ 
           △９７ 

             小        計 
     利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
     利 息 の 支 払 額 
     特 別 退 職 金 の 支 払 額 
     法 人 税 等 の 支 払 額 

     ２７，５４０ 
       ２，９６１ 
     △１，１１６ 
        △８１ 
     △６，８２９ 

     １６，０５２ 
       １，６１８ 
       △９５０ 
       △２９６ 
     △２，３０８ 

     営業活動によるキャッシュ・フロー 
 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
     定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 
     定 期 預 金 の 払 出 に よ る 収 入 
     有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 
     有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 
     投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 
     投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 
  新規連結子会社株式の取得による収支 
     短 期 貸 付 金 の 純 減 額 
     そ の 他 

     ２２，４７４ 
 
 
              ０ 
         １１４ 
   △１４，９２０ 
      １，０８８ 
  △１１，４１７ 
     ２０，６４５ 
  △１３，９０７ 
          １０４ 
       △５５２ 

     １４，１１６ 
 
 
     △１，４８７ 
       ４，４７９ 
   △１２，２１３ 
      ４，４１６ 
   △４，５７４ 
       ５，１０４ 
        － 
           ６３ 
          ３７７ 

     投資活動によるキャッシュ・フロー 
 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
     短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 
     長 期 借 入 金 に よ る 収 入 
     長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 
     増 資 に よ る 収 入 
     社 債 償 還 に よ る 支 出 
     自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出 
     自 己 株 式 売 却 に よ る 収 入 
     配 当 金 の 支 払 額 
     少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 

   △１８，８４５ 
 
 
    △４，１６１ 
       １，３５２ 

△３，０３０ 
 １，２７０ 
     － 

        △９８ 
        ６ 
     △２，３８７ 
         △４２２ 

     △３，８３３ 
 
 
       ４２５ 
       ５，７８３ 

△４，６０３ 
   ５００ 
△１，０５１ 

       △１１４ 
      １０７ 
     △１，４５３ 
           △６６ 

     財務活動によるキャッシュ・フロー 
 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 

     △７，４７１ 
  
        ６５６ 

         △４７１ 
  
            ８１ 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 
Ⅶ 新規連結による増加額 

     △３，１８６ 
     ３１，６７９ 
      ２０９ 

      ９，８９２ 
     ２１，７８７ 
               － 

Ⅷ 現金及び現金同等物期末残高      ２８，７０２      ３１，６７９ 



(連14) 

                               
                                                              日清紡 

   連結財務諸表作成のための基本となる事項                                           

 

１．連結の範囲に関する事項 
  （連結子会社）･ﾆｯｼﾝ･ﾄ-ｱ㈱･恵美寿織布㈱･日清紡ﾔｰﾝﾀﾞｲﾄﾞ㈱・日清紡ﾓﾋﾞｯｸｽ㈱･日新ﾃﾞﾆﾑ㈱･ﾆｯｼﾝ･ﾃｯｸｽ㈱･㈱ﾅｲｶﾞｲｼｬﾂ 

               ･CHOYA㈱他 6社･日清紡ﾌﾞﾚ-ｷ販売㈱･日本ﾎﾟｽﾀﾙﾌﾗﾝｶｰ㈱･東海製紙工業㈱･ﾆｯｼﾝﾎﾞｳ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 

        ･日本高分子㈱･岩尾㈱･日清紡機械販売㈱･上田日本無線㈱･日清紡都市開発㈱･関西日清紡都市開発㈱ 

･NISSHINBO DO BRASIL INDUSTRIA TEXTIL LTDA･P.T.GISTEX NISSHINBO INDONESIA･P.T.NAIGAI SHIRTS INDONESIA 

          ･P.T.NIKAWA TEXTILE･上海蝶矢時装有限公司･日清紡績(上海)有限公司･NISSHINBO AUTOMOTIVE CORPORATION 

･NISSHINBO AUTOMOTIVE MANUFACTURING INC.･NISSHINBO SOMBOON AUTOMOTIVE CO.,LTD・SAERON AUTOMOTIVE 

CORPORATION･賽龍北京汽車部件有限公司･KOHBUNSHI(THAILAND)LTD･浦東高分子(上海)有限公司 

･NISSHINBO EUROPE B.V・新日本無線㈱他 8社 計 47 社 

  （非連結子会社）14 社 
２．持分法の適用に関する事項 
    非連結子会社 14 社及び関連会社 21 社のうち、ｺﾝﾃｨﾈﾝﾀﾙ･ﾃ-ﾍﾞｽ㈱･升徳升(連雲港)電子有限公司･旭ｹﾐﾃｯｸ㈱・

アロカ㈱他 13 社の計 17 社に対する投資については、持分法を適用している。 
３．連結子会社事業年度等に関する事項 
    連結子会社のうち、在外連結子会社の決算日は 12 月 31 日、CHOYA㈱の決算日は 1 月 31 日、㈱ﾅｲｶﾞｲｼｬﾂ 

の決算日は 2 月 28 日であり、連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用し、決算日と 
の間に生じた重要な差異については、必要な調整を行っている。 

４．会計処理基準に関する事項 
  (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 
     ①有価証券 

その他有価証券 
時価のあるもの：決算日の市場価格等に基づく時価法によっている。（評価差額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定している） 
時価のないもの：移動平均法による原価法によっている。  

     ②棚卸資産 
主として総平均法による低価法によっているが、一部の連結子会社は総平均法等によっている。 

  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
     有形固定資産：主として定率法によっているが、一部の連結子会社は定額法によっている。 
  (3)重要な引当金の計上基準 
     ①退職給付引当金 
       従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に 

基づき計上している。 
       過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10～15 年）による定額法

により費用処理している。なお、連結子会社 1 社は発生年度に一括処理している。 
     数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10～15 年）による定

額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理している。 
     ②役員退職引当金 

当社は平成 17 年 6 月 29 日の定時株主総会の日をもって役員退職慰労金制度を廃止した。なお、当該総
会までの期間に対応する役員退職慰労金相当額は未払金に振替えている。 
一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額の
全額を計上している。 

     ③貸倒引当金 
       売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 
④関係会社債務保証損失引当金 

関係会社への債務保証の履行による損失に備えるため、保証履行の可能性の高い債務保証について、求
償権の行使による回収可能性を検討して、損失見込相当額を計上している。 

 ⑤返品調整引当金 
連結子会社 1 社は、返品による損失に備えるため、販売した製品及び商品の返品見込額について、その
売買利益相当額を計上している。 

  (4)リース取引の処理方法 
     当社及び国内連結子会社は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
(5)重要なヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっている。なお、為替予約については、振当処理によっている。 
  (6)消費税等の会計処理 
     税抜方式によっている。 
 (7)連結納税 
   一部の子会社ｸﾞﾙｰﾌﾟは連結納税制度を適用している。 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
   全面時価評価法を採用している。 



(連15) 

 
日清紡 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 
  連結調整勘定の償却については、5 年間で均等償却（僅少な場合には一時償却）している。なお、その効果

の発現する期間を合理的に見積もることが困難なものは一括償却している。                 
７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
  連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成している。 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
    連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は手許現金、随時引き出し可能な 

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 6 ケ 
月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。 

                               
≪注記事項≫                                                                                           

 当     期 前     期 
1.有形固定資産の減価償却累計額 294,741 百万円 211,763 百万円 

2.保証債務 1,997 百万円 3,156 百万円 

3.担保に供している資産 11,158 百万円 8,098 百万円 

4.一般管理費及び当期製造費用 
          に含まれる研究開発費 9,907

 
百万円 5,987

 
百万円 

5.当社の自己株式数 675,130 株 585,279 株 

                                                          

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

(1)現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係(単位:百万円) 

        当   期 前   期 

現金及び預金勘定      31,917      35,012 

預入期間が 6 ｹ月を超える定期預金       3,215       3,332 

現金及び現金同等物      28,702      31,679 

(2)株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の内訳 

  株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価格と取

得のための支出（純額）との関係は次のとおりです。 

 当 期 前 期 

流 動 資 産 36,233 - 

固 定 資 産 26,055 - 

連 結 調 整 勘 定 4,266 - 

流 動 負 債 △25,814 - 

固 定 負 債 △10,078 - 

少 数 株 主 持 分 △12,623 - 

過 年 度 取 得 分 △526 - 

株 式 の 取 得 価 格 17,513 - 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 △3,606 - 

差 引 取 得 の た め の 支 出 13,907 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(連16) 

 

日清紡 

(関連当事者との取引) 

１． 親会社及び法人主要株主等 

該当事項なし。 

２． 役員及び個人主要株主等 
 

関係内容 

  
 

属性 

 
会社等 

の名称 

 

 

住所 

 

資本金又

は出資金

(百万円) 

 

事業の内容 

又は職業 

 

議決権

等の被

所有割

合（%）

 

役員の

兼任等

 

事業上

の関係

 

 

取引の内容 

 

 

取引金額 

(百万円) 

 

 

科 目

 

 

期末残高

(百万円)

 

役員及

びその

近親者 

 

 

秋山智史 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

連結財務諸表

提出会社の監

査役 

富国生命保険

相互会社の代

表取締役社長 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

富国生命相互

保険会社との

取引 

生命保険料

の支払 

 

 

 

 

4 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

－ 

 

役員及

びその

近親者 

 

 

宇都宮吉邦 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

連結財務諸表

提出会社の監

査役 

東邦ﾃﾅｯｸｽ㈱の

代表取締役社

長 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

東邦ﾃﾅｯｸｽ㈱と

の取引 

 原材料等の

購入 

 

 

 

31 

 

 

 

買掛金

 

 

 

2

(注 1)役員及びその近親者との直接取引はありません。上記の取引は第三者のためにする取引であり、取引条件

及び取引条件の決定方針等は一般の取引先と同様であります。 

 

 

 

(固定資産の減損関係) 

  当期において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上した。 

会社名 用  途 種  類 場  所 減損損失(百万円) 

建物及び構築物 建物及び構築物
921

機械装置及び運搬具 機械装置及び運搬具 1,089

その他 その他 14

日清紡績㈱ 紡績設備他 

 

富山工場他 

(富山県富山市他) 

合計 2,024

建物及び構築物 建物及び構築物 2

機械装置及び運搬具 機械装置及び運搬具 721

その他 その他 10

日清紡績㈱ ＡＢＳ製造設備 

 

浜北精機工場 

(静岡県浜松市) 

 合計 733

NISSHINBO AUTOMOTIVE  摩擦材製造設備 建物及び構築物 米国 建物及び構築物 605

MANUFACTURING INC.  機械装置及び運搬具  機械装置及び運搬具 1,215

  その他  建設仮勘定 717

    その他 118

     合計 2,656

   減損損失 計  5,414

 

 当社グループは、事業の種類別セグメントを基礎に、独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位を識別してグルー

ピングを行った。 

 当社では、繊維事業及びＡＢＳ事業の一部の資産について、廃棄もしくは処分することを決定したため、また、連結子会社

である NISSHINBO AUTOMOTIVE MANUFACTURING INC.(米国)は、事業の採算性改善の遅れから投資額の回収が困難と見込まれる

ため、それぞれの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上した。なお、回収可能価

額は合理的見積りにもとづく正味売却価額により測定している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



(連17) 

 
                                            日清紡 
(税効果会計関係) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳          (単位:百万円) 

      当    期 
 （繰延税金資産） 

   貸倒引当金 
  減損損失 
   賞与引当金 
   退職給付引当金 
   棚卸資産評価損 
   子会社の繰越欠損 
   投資有価証券評価損 
   その他 

111
1,176
1,735

11,427
435

4,641
257

2,468
    繰延税金資産小計 22,253

    評価性引当額 △6,193

    繰延税金資産合計 16,059

 (繰延税金負債） 
   その他有価証券評価差額金 △51,767

   固定資産圧縮積立金 △4,252

    その他 △3,500

    繰延税金負債合計 △59,520

    繰延税金負債の純額 △43,461

        (注)当期における繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれている。 
      (流動資産)繰延税金資産 
      (固定資産)繰延税金資産 
      (流動負債)繰延税金負債 
      (固定負債)繰延税金負債 

3,121
1,596
△28

△48,150

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因の内訳 

 当    期 
法定実効税率 
(調整) 
交際費等永久差異 
受取配当金益金不参入 
税効果未計上の子会社の損益 
持分法による投資利益 
海外子会社等の適用税率差 
連結調整勘定償却 
試験研究費等税額控除 
その他 

40.7

0.5
△1.7

4.1
△4.1
△3.1

2.0
△2.7

1.8

%

税効果適用後の法人税等の負担率 37.5
                                                                               

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



(連18) 

 
 

 

日清紡 
 (退職給付関係) 

   １．採用している退職給付制度の概要 

      当社及び国内連結子会社は確定拠出年金制度、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金 

制度を設けている。当社は退職給付信託を設定している。 

       

２．退職給付債務に関する事項                                     (単位:百万円) 

退職給付債務およびその内容   当  期  前 期  
(1)退職給付債務 
(2)年金資産 

 △52,401
29,706

 △34,971 
17,158 

  

(3)未積立退職給付債務(1+2) 
(4)会計基準変更時差異の未処理額 
(5)未認識数理計算上の差異 
(6)未認識過去勤務債務 

 △22,694
238

△103
△2,976

 △17,813 
286 

5,701 
△3,210 

 

(7)連結貸借対照表計上額純額(3+4+5+6)  △25,536  △15,036  
(8)前払年金費用  3,086  －  
(9)退職給付引当金(7-8)  △28,622  △15,036  

       

３．退職給付費用に関する事項 

退職給付費用の内訳   当  期  前  期  
(1)勤務費用 
(2)利息費用 

2,337
1,162

1,827 
909 

 

(3)期待運用収益 
(4)会計基準変更時差異の費用処理額 
(5)数理計算上の差異の費用処理額 
(6)過去勤務債務の費用処理額 

△318
47

634
△234

△262 
57 

515 
△230 

 

(7)退職給付費用(1+2+3+4+5+6) 3,629 2,816  
(8)厚生年金基金の代行返上に伴う利益 
(9)確定拠出年金制度への一部移行に伴う利益 
(10)大量退職に伴う退職給付制度の一部終了損失 
(11)臨時に支払った割増退職金等 

－
－
－
81

5,278 
268 
65 

296 

 

 

４．退職給付債務等の計算基礎に関する事項 

     当  期     前  期 
(1)割引率 
(2)期待運用収益率 
(3)退職給付見込額の期間配分方法 
(4)会計基準変更時差異の処理年数 
 
(5)数理計算上の差異の処理年数 
(6)過去勤務債務の費用処理年数 

 2.0%～2.5% 
 0.5%～4.0% 
期間定額基準 
原則一括処理 
(子会社 1 社 10 年) 

 10 年～15 年 
 10 年～15 年 
(子会社 1 社一括処理)

2.0%～2.5% 
 0.5%～4.0% 
期間定額基準 
原則一括処理 
(子会社 1 社 10 年) 

 10 年～15 年 
 10 年～15 年 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(連19) 

 

 

日清紡 
(有価証券関係) 

     １．売買目的有価証券 
該当事項はない。 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの   
該当事項はない。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

                                                                             （単位：百万円） 

当         期 
(18．3．31 現在) 

前         期 
(17．3．31 現在) 

   
 

種    別 
取得原価

連結貸借対照表

計    上   額
差  額 取得原価 

連結貸借対照表

計    上   額
差  額 

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの) 
   株   式 
   債   券 
   そ の 他 

35,690
－
 7

 

163,021
     －

       8

127,330
－
0

 
 

35,606 
3 

 － 

 
 

108,001 
      5 

       － 

72,395
1

－

   小   計 35,698  163,029 127,331 35,609  108,006 72,397
(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの) 

   株   式 
   債   券 
    そ  の  他 

1,540
     －

－

1,486
－
－

△54
－
－

 
 

392 
     － 

 7 

 
 

369 
－ 
7 

△22
－

△0

   小   計   1,540     1,486 △54   400     377 △22

   合   計 37,239   164,515 127,276 36,009   108,384 72,374

      
４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （単位：百万円） 
          当    期 

自 17.4. 1 
至 18.3.31 

 前    期 
 自 16.4. 1 
 至 17.3.31 

売却額 18,346 5,104 

売却益の合計額 13,742 1,979 

  売却損の合計額 10 345 

    
 ５．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（単位：百万円） 

                               当     期 
(18．3．31 現在) 

前     期 
(17．3．31 現在) 

 連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 
非上場株式(店頭売買株式を除く) 
非上場内国債券 

  非上場外国債券 

   
2,542 

－ 
7,658 

    
2,511 

510 
6,541 

 

     

(リース取引関係) 
    EDINET による開示を行うため記載を省略している。 
 
(デリバティブ取引関係) 
    EDINET による開示を行うため記載を省略している。     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



(連20) 

 

セ グ メ ン ト 情 報          日清紡 
 

１．事業の種類別セグメント情報 

（1）当    期（平成 17 年 4 月１日～平成 18 年 3 月 31 日）                                （単位：百万円） 

 繊   維 

事   業 

ブレーキ 

製品事業 

紙製品

事  業

化 成 品

事    業

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

製品事業

不 動 産

事    業

そ の 他 

事    業 
計 

消 去 又

は 全 社
連   結

Ⅰ 売上高及び営業損益 

  売  上  高 

(1)外部顧客に対する 

売上高 

 

 

 82,878 

 

 

    

58,130 

 

 

28,611

 

 

36,007

 

 

45,857

 

4,781

 

 

22,349 

 

 

278,616 

 

 

－ 

 

 

278,616

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 

又は振替高   

 

  1 

 

      － 

  

 13

  

 711

  

   0

 

464

 

1,188 

 

2,379 

 

( 2,379)

 

  －

計 82,880 58,130 28,625 36,718 45,858   5,245 23,538 280,996 ( 2,379) 278,616

  営  業  費  用 81,782 52,667 27,151 35,938 45,050   2,588 24,534 269,712 ( 1,620) 268,092

  営業利益又は損失（△）  1,097 5,462 1,474  780  808   2,657 △996 11,283 ( 758) 10,524

Ⅱ資産､減価償却､減損損失 

    及び資本的支出 

  資             産 

 

 

80,724 

 

 

65,092 

 

 

19,731

 

 

22,932

 

 

78,136

   

 

19,016

 

 

18,090 

 

 

303,725 

 

 

187,504

 

 

491,229

   減 価 償 却 費 3,039 4,205 1,365   980 2,464    750 1,030 13,835 - 13,835

    減   損   損  失 2,024 3,389 - - -   - -  5,414 -  5,414

   資 本 的 支 出 2,380 5,177 809  739 1,316   2,925 3,199 16,548 - 16,548

 
（2）前    期（平成 16 年 4 月１日～平成 17 年 3 月 31 日）                                （単位：百万円） 
 繊   維 

事   業 

ブレーキ 

製品事業 

紙 製 品

事    業

化 成 品

事    業

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

製品事業

不 動 産

事    業

そ の 他 

事    業 
計 

消去又

は全社
連   結

Ⅰ 売上高及び営業損益 

  売  上  高 

(1)外部顧客に対する 

売上高 

 

 

82,163 

 

    

54,306 

 

 

28,584

 

 

34,199

 

 

16,843

 

4,945

 

 

22,378 

 

 

243,421 

 

 

－ 

 

 

243,421

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上

高又は振替高 

 

  7 

 

    - 

  

  9

  

 708

  

   0

 

435

 

1,230 

 

2,392 

 

( 2,392)

 

  －

計 82,171 54,306 28,594 34,907 16,844   5,380 23,609 245,813 ( 2,392) 243,421

   営  業  費  用 81,953 48,047 26,893 34,084 16,693   2,643 24,625 234,941 ( 1,171) 233,769

  営業利益又は損失（△）  217 6,258 1,700  822  151   2,736 △1,016 10,871 ( 1,220)  9,651

Ⅱ 資産、減価償却､ 

    及び資本的支出 

  資             産 

 

 

83,785 

 

 

61,163 

 

 

20,192

 

 

23,601

 

 

11,115

   

 

16,029

 

 

19,374 

 

 

235,261 

 

 

134,906

 

 

370,168

   減 価 償 却 費 3,193 3,657 1,451 1,000  175    792  775 11,046 - 11,046

   減    損    損   失    910 -    71 - -     527   687  2,196   160  2,356

   資 本 的 支 出 1,789 5,290 2,092  920  93   1,631  686 12,504 - 12,504

(注 1)事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

   １．事業区分の方法         製品の種類別区分によっている。 

   ２．各区分に属する主要な製品の名称 

     ①繊維事業               綿糸布、化合繊糸布、スパンデックス製品、衣料品など 

     ②ブレーキ製品事業       摩擦材、ブレーキアッセンブリィ、アンチロックブレーキシステムなど 

     ③紙製品事業             家庭紙、洋紙など 

     ④化成品事業             ウレタンフォーム、プラスチック成形加工など 

     ⑤ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ製品事業    電子部品、電子機器など 

     ⑥不動産事業             ビルの賃貸、ショッピングセンターの賃貸など 

     ⑦その他事業             メカトロニクス製品など 

(注 2)資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前期 134,906 百万円、当期 190,997 百万円であり、その主な

ものは、余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）等の資産である。 

(注 3)営業費用のうち、当期において消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は 781 百万円である。 

なお、前期の消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は 1,245 百万円である。 

(注 4)事業区分の変更 

   従来ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ製品事業はその他事業に含めていたが、当該事業区分の重要性が増し、今後もこの傾向が予想されるため、

当期より区分して表示することに変更した。なお、前期実績も変更後の事業区分に組み替えて表示している。 

 



(連21) 

 

日清紡 

２．所在地別セグメント情報 
  （1）当    期（平成 17 年 4 月１日～平成 18 年 3 月 31 日）                       （単位：百万円） 

 日     本 アジア その他の地域 計 消去又は全社 連    結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 

  売  上  高 

(1)外部顧客に対する売上高 

 

    

    233,836

 

 

  30,269 

 

 

     14,511

 

 

    278,616 

 

 

     － 

 

 

   278,616 

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 

又は振替高   

 

      7,255

 

 8,906 

 

   265 

 

     16,427 

 

(16,427)

 

        － 

              計     241,091   39,176      14,777     295,044 (16,427)    278,616 

   営  業  費  用     233,875 36,075  13,871     283,822 (15,730)    268,092 

   営業利益又は損失（△）       7,216  3,100    905      11,222 (   697)     10,524 

Ⅱ 資産     261,539  27,031    18,606      307,176   184,053    491,229 

   

（2）前    期（平成 16 年 4 月１日～平成 17 年 3 月 31 日）                       （単位：百万円） 

    日     本 アジア その他の地域 計 消去又は全社 連    結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 

  売  上  高 

(1)外部顧客に対する売上高 

 

    

    212,134

 

 

  21,026

 

 

     10,260

 

 

    243,421 

 

 

     － 

 

 

   243,421 

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 

又は振替高   

 

      4,146

 

  3,603

 

     3

 

      7,753 

 

( 7,753)

 

        － 

              計     216,281   24,630      10,263     251,175 ( 7,753)    243,421 

   営  業  費  用     208.719  22,032   9,431     240,182 ( 6,412)    233,769 

   営業利益又は損失（△）       7,562  2,597    832      10,992 ( 1,340)      9,651 

Ⅱ 資産     211,686   15,591    7,983      235,261   134,906    370,168 

(注 1)資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前期 134,906 百万円、当期 190,997 百万円であり、その主

なものは、余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）等の資産である。 

(注 2)営業費用のうち、当期において消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は 781 百万円である。 

なお、前期の消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は 1,245 百万円である。 

(注 3)従来「その他の地域」に含めていたアジア地域に対する売上高が、全セグメントの売上高の 10％以上となったため, 

    区分して記載している。なお、前期実績も変更後の地域区分に組み替えて表示している。 

 

３．海外売上高 
   （1）当    期（平成 17 年 4 月１日～平成 18 年 3 月 31 日）  

 アジア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高   33,066 百万円   22,019 百万円   55,086 百万円 

Ⅱ．連結売上高     278,616 百万円 

Ⅲ．連結売上高に占める 

    海外売上高の割合 
      11.9 ％        7.9 ％         19.8％ 

    

(2)前    期（平成 16 年 4 月１日～平成 17 年 3 月 31 日）  

 アジア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高    31,852百万円    13,595 百万円    45,447 百万円 

Ⅱ．連結売上高     243,421 百万円 

Ⅲ．連結売上高に占める 

    海外売上高の割合 
       13.1％         5.6％         18.7％ 

(注) 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

 

 
 


